
令和８年度 

創エネルギーのまち・いとしま推進補助金 

申請の手引き 
 

糸島市では、住宅や事業所から排出される電力由来の二酸化炭素を減らすことをめざしてい

ることから、再生可能エネルギーの利用と再生可能エネルギーの自家消費・地産地消の向上に

に貢献する設備等を設置・購入した市民・事業者に対し、補助金を交付します。 

 

(注意事項) 

●補助対象物件について 

(１)交付申請の時点で太陽光発電設備を設置済の住宅・事業所へ、①蓄電池を設置した市民・

事業者、②ヒートポンプ給湯機等(エコキュート等)を設置した市民、③電気自動車・プラグ

インハイブリッド車を導入した市民・事業者に対して補助金を交付するものです(太陽光発

電設備未設置の住宅・事業所の場合は補助対象外)。 

(２)国・県の補助金との併用について、本市は制限していませんが、国・県の補助金について

は実施機関に事前に確認してください。なお、蓄電池については糸島市脱炭素推進重点対策

加速化事業との併用はできません。 

●申請について 

(３)設備等の設置・導入後に申請者自身が申請書を作成し、提出してください。 

【代理申請】申請者から委任を受けた行政書士または同居の親族(無償の場合)のみ可。 

(４)ふくおか電子申請サービスによる提出が可能となりました。 

(５)申請は先着順に受け付け、予算額に達した時点で募集を終了します(申請が不備なく揃っ

ている状態をもって受付とします)。 

(６)受付の順番は、①電子申請の場合は受付時間、②郵送の場合は市役所到着日の8:30、③窓

口の場合は提出時間によって判断します。ただし、申請書類が全て揃っている状態で受付

としますので、不備がある場合は受け付けできません。 

(７)交付申請書兼実績報告書の提出期限：令和9年3月12日(金)必着 

●その他 

(８)補助金を受けた導入設備は、法定耐用年数が経過するまで補助金の目

的に沿って適正に使用する必要があります。法定耐用年数を経過する

前に導入設備を処分する場合、虚偽や不正による申請や補助金交付要

綱に適合しない行為があった場合、補助金の交付決定取消や返還を求

めることがあります。 

 

糸島市 生活環境部 環境政策課 

市 WEBサイト 
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１．共通事項                                             

全ての補助対象物件の補助要件として、以下の要件を全て満たす必要があります。 

【補助対象物件を設置・導入する住宅や事業所の要件】 

○交付申請の時点で太陽光発電設備を設置済の住宅または事業所において補助対象物件を設置した場合、

または当該住宅または当該事業所が補助対象物件(車両)の自動車検査証において、使用の本拠の位置と

して登録されている場合(太陽光発電設備未設置の住宅または事業所の場合は補助対象外です) 

【補助対象者の要件】 

○糸島市税を滞納していない者 

○糸島市暴力団排除条例(平成 22 年条例第 200号)第２条に規定する暴力団または暴力団員等でない者(法

人である場合はその役員を含む) 

○糸島市暴力団排除条例(平成 22 年条例第 200 号)第２条に規定する暴力団または暴力団員と密接な関係

を有していない者(法人である場合はその役員を含む) 

○本要綱に基づく補助金を受ける補助対象物件に対し、糸島市脱炭素推進重点対策加速化事業による補助

を受けていない、または受ける予定がない者 

○補助対象物件ごとに定める補助対象者の要件を全て満たす者 

 

２．補助対象物件ごとの補助要件等                                     

 

①住宅用蓄電池 

補助対象物件の要件 

○設備の設置にかかる代金の支払日または補助対象設備の引き渡しを受けた日のいずれか遅い日から起算して

１年以内の設備 

※上記の日が令和７年４月１日から同年６月 30日までの間にある場合は、期間を３か月延長する。 

○住宅に設置済の住宅用太陽光発電設備により蓄電するものであり、停電時のみに利用する非常用予備電源で

はなく、平時においても充放電を繰り返すことを前提とした設備 

○商用化され、導入実績がある設備 

○中古設備ではない設備 

○既存設備の増設でない設備 

○メーカー保証が付与されている設備 

○蓄電容量が 20kWh以下の設備 

○７ページの仕様に適合する設備（Sii・環境共創イニシアチブの登録機器と同等） 

○設置費用が、以下に定める補助金の額以上である設備 

補助金の額 

○蓄電容量(公称蓄電容量)１kWhあたり 15,000円、１台 100,000円を上限 ※1,000円未満の端数は切捨。 

補助対象者 

○補助対象物件の設置費を負担し、当該物件を所有する者 

※支払完了まで所有権が留保されるローン等を利用する場合は補助対象外。 

○補助対象物件を設置する住宅の所有者(他の者と共有する場合を含む) 

※当該住宅の所有者が２親等内の親族で、かつ、設置について当該所有者の承諾を受けた者も対象。 

○交付申請時点で補助対象物件を設置する住宅を住所として住民基本台帳に記載されている者 

※当該物件を所有する者が当該住宅に居住しないが、２親等内の親族が当該住宅を住所として住民基本台帳

に記載され、当該物件を使用する場合は対象とする。 
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②事業所用蓄電池 

補助対象物件の要件 

○設備の設置にかかる代金の支払日または補助対象設備の引き渡しを受けた日のいずれか遅い日から起算して

１年以内の設備(令和８年度に限り令和８年７月１日以降に契約を締結し、設置された設備) 

○事業所に設置済の事業所用太陽光発電設備により蓄電するものであり、停電時のみに利用する非常用予備電

源ではなく、平時においても充放電を繰り返すことを前提とした設備 

○商用化され、導入実績がある設備 

○中古設備ではない設備 

○既存設備の増設でない設備 

○メーカー保証が付与されている設備 

○蓄電容量が 20kWh超の設備 

○糸島市火災予防条例(平成 22年 1月 1日条例第 179号)で定める安全基準の対象となる蓄電システム 

○設置費用が以下に定める補助金の額以上である設備 

補助金の額 

○蓄電容量(公称蓄電容量)１kWhあたり 15,000円、１台 1,000,000円を上限 ※1,000円未満の端数は切捨。 

補助対象者 

○補助対象物件の設置費を負担し、当該物件を所有する者 

※支払完了まで補助対象物件の所有権が留保されるローン等を利用する場合は補助対象外。 

○補助対象物件を設置する事業所の所有者(他の者と共有する場合を含む)、または当該事業所への設置につい

て当該事業所の所有者の承諾を受けている者 

○交付申請時点で補助対象物件を設置する事業所において事業活動を営んでいる者 

 

③ヒートポンプ給湯機(エコキュート)、電気ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機 

補助対象物件の要件 

○機器の設置にかかる代金の支払日または補助対象機器の引き渡しを受けた日のいずれか遅い日から起算して

１年以内の機器 

※上記の日が令和７年４月１日から同年６月 30日までの間にある場合は、期間を３か月延長する。 

○経済産業省「給湯省エネ事業」の補助対象として製品型番リストに登録されているヒートポンプ給湯機また

は電気ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機のうち、インターネットに接続可能で、昼間の再エネ電気を

自家消費する機能を有する機器 

○商用化され、導入実績がある機器 

○中古機器ではない機器 

○既存機器の増設でない機器 

○メーカー保証が付与されている機器 

○設置費用が以下に定める補助金の額以上である機器 

補助金の額 

○１台の給湯機等に対し 50,000円 

補助対象者 

○補助対象物件の設置費を負担し、当該物件を所有する者 

※支払完了まで補助対象物件の所有権が留保されるローン等を利用する場合は補助対象外。 

○補助対象物件を設置する住宅の所有者(他の者と共有する場合を含む) 

※当該住宅の所有者が２親等内の親族で、かつ、設置について当該所有者の承諾を受けた者も対象。 

○交付申請時点で補助対象物件を設置する住宅を住所として住民基本台帳に記載されている者 

※当該物件を所有する者が当該住宅に居住しないが、２親等内の親族が当該住宅を住所として住民基本台帳

に記載され、当該物件を使用する場合は対象とする。 
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④住宅用電気自動車(ＥＶ)・プラグインハイブリッド自動車(ＰＨＥＶ) 

補助対象物件の要件 

○自動車検査証において、自家用で登録されている車両 

○自動車検査証に記載された初度登録年月の末日から１年以内の車両 

※初度登録年月が令和７年４月から同年６月までの間にある場合は、期間を３か月延長する。 

○経済産業省「クリーンエネルギー自動車導入促進補助金」の補助対象として登録されている車両のうち、電

気自動車またはプラグインハイブリッド自動車 

○日本では初度登録となる中古の輸入車でない車両 

○購入費(車両)が以下に定める補助金の額以上である車両 

補助金の額 

○１台の電気自動車等に対し 15万円 

補助対象者 

○補助対象物件の購入にかかる費用を負担し、当該物件の自動車検査証における所有者である者 

※物件の所有権が留保された購入において、自動車検査証における所有者が自動車販売会社等の場合でも、

車両購入者が使用者である場合は補助対象とする。 

○交付申請時点で自動車検査証における使用の本拠の位置を住所として住民基本台帳に記載されている者 

※当該物件を所有する者が当該住宅に居住しないが、２親等内の親族が当該住宅を住所として住民基本台帳

に記載され、当該物件の使用者である場合は対象とする。 

 

⑤事業所用電気自動車(ＥＶ)・プラグインハイブリッド自動車(ＰＨＥＶ) 

補助対象物件の要件 

○自動車検査証において、自家用で登録されている車両 

○自動車検査証に記載された初度登録年月が令和８年７月以降である車両 

○経済産業省「クリーンエネルギー自動車導入促進補助金」の補助対象として登録されている車両のうち、電

気自動車またはプラグインハイブリッド自動車 

○日本では初度登録となる中古の輸入車でない車両 

○購入費(車両)が以下に定める補助金の額以上である車両 

補助金の額 

○１台の電気自動車等に対し 15万円 

補助対象者 

○補助対象物件の購入にかかる費用を負担し、当該物件の自動車検査証における所有者である者 

※物件の所有権が留保された購入において、自動車検査証における所有者が自動車販売会社等の場合でも、

車両購入者が使用者である場合は補助対象とする。 

○交付申請時点で自動車検査証における使用の本拠の位置としている事業所で事業活動を営んでいる者 

 

５．交付申請書兼実績報告書の提出、交付決定                                            

【交付申請書兼実績報告書の作成・添付書類の提出】 

○代理申請は、申請者から委任を受けた行政書士または同居の親族(無償で代理申請を行う場合)のみ行う

ことができます(行政書士法改正により、行政書士以外の方が名目に関係なく有償で代理申請を行うこと

ができなくなりました)。 

○申請者自身が創エネルギーのまち・いとしま推進補助金交付申請書兼実績報告書(様式第1号)を作成し、

別表の添付書類を添えて、以下のいずれかの方法で提出してください。 

＜住 宅 用＞①ふくおか電子申請サービス、②郵送、③窓口持参 

＜事業所用＞①郵送、②窓口持参 ※申請者が法人の場合は申請書に法人印(代表者職印)の押印が必要。 
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【交付申請書兼実績報告書等の提出期限】 

 ○令和9年3月12日(金)まで 

○申請は先着順に受け付け、予算額に達した時点で募集を終了します。ただし、募集終了後も交付決定取

消や取下げがあった場合の繰り上げ対象とするため、最大２件分まで申請書の仮受付を行います。 

○受付の順番は、①電子申請は受付時間、②郵送は市役所への書類到着日の8:30、③窓口は提出時間によ

って判断します。ただし、申請書類が全て揃っている場合に受付扱いとします。 

【交付決定】 

○上記の申請受付後、申請内容の審査を経て補助金交付の可否を決定し、申請者に通知します。 

○なお、申請受付から補助金交付の可否決定までに要する標準的な期間は約１か月です。 

 

【交付申請書兼実績報告書の添付書類】 ※ふくおか電子申請サービスから提出する場合、PDF等にすること。 

住宅用 

蓄電池、ヒートポンプ給湯機(エコキュート)等 電気自動車(EV)・プラグインハイブリッド車(PHEV) 

①市長が別途指定する本人確認書類の写し 

８ページ参照。電子申請の場合JPGまたはPDFで提出。 

②委任状(申請を委任する場合)に加え、以下の書類 

受任者が行政書士の場合…行政書士証票の写し 

受任者が同居の親族の場合…受任者の本人確認書類の写

し本人確認書類の写し 

③補助対象物件の設置に関する契約書等の写し 

④代金等の支払を証する書類の写し 

ア)現金または銀行振込で支払った場合 

領収書または銀行振込明細書の写し 

イ)ローン・クレジットにより支払った場合 

ローン等の契約書の写し(契約者、融資額、契約約款等

が記載されたもの。補助対象物件の所有権が留保される

契約は補助対象外)。 

※ア及びイの併用の場合は両方を提出すること。 

⑤メーカー保証書の写し 

※ﾒｰｶｰ、型式、保証期間、設置場所の記載が必要。 

⑥施工後のカラー写真 

※指定様式に貼付。注意事項に沿って撮影すること。 

⑦住宅用太陽光発電設備が設置済であること及び設備の出力

値を確認できる書類の写し 

※直近３月以内の売電明細書、FIT認定書類等。 

⑧その他市長が必要と認める書類 

①市長が別途指定する本人確認書類の写し 

８ページ参照。電子申請の場合JPGまたはPDFで提出。 

②委任状(申請を委任する場合)に加え、以下の書類 

受任者が行政書士の場合…行政書士証票の写し 

受任者が同居の親族の場合…受任者の本人確認書類の写

し本人確認書類の写し 

③補助対象物件の購入に関する契約書等の写し 

④代金等の支払を証する書類の写し 

ア)現金または銀行振込で支払った場合 

領収書または銀行振込明細書の写し 

イ)ローン・クレジットにより支払った場合 

ローン等の契約書の写し(契約者、融資額、契約約款等

が記載されたもの。所有権が留保される場合は、自動車

検査証の使用者に申請者が記載されていること)。 

※ア及びイの併用の場合は両方を提出すること。 

⑤自動車検査証記録事項の写し 

※電子化された自動車検査証では確認できない事項があ

るため、自動車検査証記録事項の写しを提出。 

⑥住宅用太陽光発電設備が設置済であること及び設備の出力

値を確認できる書類の写し 

※直近３月以内の売電明細書、FIT認定書類等。 

⑦その他市長が必要と認める書類 

  

事業所用 

蓄電池 電気自動車(EV)・プラグインハイブリッド車(PHEV) 

①申請者が事業者であることの確認書類 

【法人の場合】 

商業・法人登記事項証明書(コピー可。発行から3月以内。

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ取得照会番号付き登記情報も可) 

【個人事業主の場合】ア及びイの写し 

ア)開業届または直近の確定申告書、市県民税申告書 

①申請者が事業者であることの確認書類 

【法人の場合】 

商業・法人登記事項証明書(コピー可。発行から3月以内。

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ取得照会番号付き登記情報も可) 

【個人事業主の場合】ア及びイの写し 

ア)開業届または直近の確定申告書、市県民税申告書 
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イ)市長が別途指定する本人確認書類 

８ページ参照。電子申請はJPGまたはPDFで提出。 

②委任状(申請を委任する場合)に加え、以下の書類 

受任者が行政書士の場合…行政書士証票の写し 

受任者が個人事業主の同居の親族の場合…受任者の本人

確認書類の写し 

③補助対象物件の設置に関する契約書等の写し 

④代金等の支払を証する書類の写し 

ア)現金または銀行振込で支払った場合 

領収書または銀行振込明細書の写し 

イ)ローン・クレジットにより支払った場合 

ローン等の契約書の写し(契約者、融資額、契約約款等

が記載されたもの。補助対象物件の所有権が留保される

契約は補助対象外)。 

※ア及びイの併用の場合は両方を提出すること。 

⑤メーカー保証書の写し 

※ﾒｰｶｰ、型式、保証期間、設置場所の記載が必要。 

⑥施工後のカラー写真 

※指定様式に貼付。注意事項に沿って撮影すること。 

⑦事業所用太陽光発電設備が設置済であること及び設備の出

力値を確認できる書類の写し 

※直近３月以内の売電明細書、FIT認定書類等。 

⑧その他市長が必要と認める書類 

イ)市長が別途指定する本人確認書類 

８ページ参照。電子申請はJPGまたはPDFで提出。 

②委任状(申請を委任する場合)に加え、以下の書類 

受任者が行政書士の場合…行政書士証票の写し 

受任者が個人事業主の同居の親族の場合…受任者の本人

確認書類の写し 

③補助対象物件の購入に関する契約書等の写し 

④代金等の支払を証する書類 

ア)現金または銀行振込で支払った場合 

領収書または銀行振込明細書の写し 

イ)ローン・クレジットにより支払った場合 

ローン等の契約書の写し(契約者、融資額、契約約款等

が記載されたもの。所有権が留保される契約の場合は、

自動車検査証の使用者に申請者が記載されているこ

と)。 

※ア及びイの併用の場合は両方を提出すること。 

⑤自動車検査証記録事項の写し 

※電子化された自動車検査証では確認できない事項があ

るため、自動車検査証記録事項の写しを提出。 

⑥事業所用太陽光発電設備が設置済であること及び設備の出

力値を確認できる書類の写し 

※直近３月以内の売電明細書、FIT認定書類等。 

⑦その他市長が必要と認める書類 

 

６．補助金の交付                                          

補助金額の確定通知を受けた補助事業者は、創エネルギーのまち・いとしま推進補助金交付請求書(様式

第３号)を提出してください。補助金は原則として補助対象者本人の銀行口座へ振り込みます。 

＜住宅用＞①ふくおか電子申請サービス、②郵送、③窓口持参 

＜事業所用＞①郵送、②窓口持参 ※申請者が法人の場合は申請書に法人印(代表者職印)の押印が必要。 

 

７．設備設置完了後の注意事項                                    

  補助金申請を行った設備については、その目的に沿って適正に利用していただく必要があります。 

【取得財産等の管理義務】 

補助事業者は、補助金を受けた取得財産等について事業完了後も善良な管理者の注意をもって管理し、補

助金の目的に従って効率的運用を図らなければなりません。 

【財産処分等の制限】 

補助事業者は、補助金を受けた取得財産等について、法定耐用年数を経過する前に補助金の目的に反して

使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、廃棄し、または取壊し(財産処分等といいます。)を行う

ときは、あらかじめ市長の承認を受ける必要があり、財産処分の内容に応じて財産処分納付金をお支払い

いただく場合があります。財産処分を行う際は、必ず事前に市にご相談ください。 

＜法定耐用年数＞ 蓄電池・６年 ヒートポンプ給湯機等・６年 電気自動車等・４年 

【関係書類の保管】 

補助事業の完了年度の翌年度から起算して、補助対象設備の法定耐用年数を経過するまで関係書類を保管

する必要があります(データ保管が可能なものは、データで構いません)。 
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●住宅用蓄電池の仕様 

ア．蓄電池パッケージ 

蓄電池部(初期実効容量1.0kWh以上)とパワーコンディショナー等の電力変換装置等から構成されるシス

テムであり、蓄電システム本体機器を含むシステム全体を一つのパッケージとして取り扱うもの。 

※初期実効容量は、JIS C 4413で定義された初期実効容量のうち、計算値と計測値のいずれか低い方を

適用する。 

※システム全体を統合して管理するための番号が付与されていること。 

イ．性能表示基準 

初期実効容量、定格出力、出力可能時間、保有期間、廃棄方法、アフターサービス等について、所定の

表示がなされていること。所定の表示は次のものをいう。 

(ａ)初期実効容量 

製造業者が指定する、工場出荷時の蓄電システムの放電時に供給可能な交流側の出力容量のこと。使用

者が独自に指定できない領域は含まない(算出方法については、JIS C 4413を参照すること)。 

(ｂ)定格出力 

定格出力とは、蓄電システムが連続して出力を維持できる製造事業者が指定する最大出力とする。定格

出力の単位はW、kW、MWのいずれかとする。 

(ｃ)保有期間 

法定耐用年数の期間、適正な管理・運用を図ること。 

(ｄ)廃棄方法 

使用済み蓄電池を適切に廃棄、または回収する方法について対象機器の添付書類に明記されていること。

蓄電池部分が分離されるものについては、蓄電池部の添付書類に明記されていること。 

【表示例】「使用済み蓄電池の廃棄に関しては当社担当窓口へご連絡下さい」 

(ｅ)アフターサービス 

国内のアフターサービス窓口の連絡先が対象機器の添付書類に明記されていること。 

ウ．蓄電池部安全基準 

JIS C 8715-2またはIEC62619の規格を満足すること。 

エ．蓄電システム部安全基準(リチウムイオン蓄電池部を使用した蓄電システムのみ) 

JIS C 4412の規格を満足すること。ただし、電気製品認証協議会が定めるJIS C 4412適用の猶予期間中

は、JIS C 4412-1もしくはJIS C 4412-2※の規格も可とする。 

※JIS C 4412-2における要求事項の解釈等は「電気用品の技術基準の解釈 別表第八」に準拠すること。 

オ．震災対策基準(リチウムイオン蓄電池部を使用した蓄電システムのみ) 

蓄電容量10kWh未満の蓄電池は、第三者認証機関の製品審査により、「蓄電システムの震災対策基準」の

製品審査に合格したものであること。 

※第三者認証機関は、電気用品安全法国内登録検査機関であること、かつ、IECEE-CB制度に基づく国内

認証機関(NCB)であること。 

カ．保証期間 

メーカー保証及びサイクル試験による性能の双方が10年以上の蓄電システムであること。 

※蓄電システムの製造を製造事業者に委託し、自社の製品として販売する事業者も含む。 

※当該機器製造事業者以外の保証(販売店保証等)は含めない。 

※メーカー保証期間内の補償費用は無償であることを条件とする。 

※蓄電容量は、単電池の定格容量、単電池の公称電圧及び使用する単電池の数の積で算出される蓄電池

部の容量とする。 

※JIS C 4413規格で定義された初期実効容量(計算値と計測値のいずれか低い方)が1.0kWh未満の蓄電シ

ステムは対象外とする。 
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９．添付書類の解説                                         

(１)市長が指定する本人確認書類について 

 本申請において市長が指定する本人確認書類は、以下のとおりとします。 

①公的機関が発行した顔写真付き本人確認書類であれば、いずれか１点の写し 

②公的機関が発行した顔写真付き本人確認書類を所持していない場合は、いずれか２点の写し 

 ※ふくおか電子申請サービスにより提出する場合は、ＰＤＦか写真データで提出してください。 

 

【公的機関が発行した顔写真付き本人確認書類の場合】 

①マイナンバーカード(個人番号カード)表面のみ ⑦療育手帳 

②運転免許証 ⑧戦傷病者手帳 

③運転経歴証明書(平成24年4月1日以降交付分) ⑨船員手帳・海技免状・小型船舶操縦免許証 

④パスポート（旅券) ⑩猟銃・空気銃所持許可証 

⑤身体障害者手帳 ⑪在留カード 

⑥写真付き精神障害者保健福祉手帳 ⑫特別永住者証明書 

⑬官公署が発行した免許証、許可証又は身分証明書であって、氏名及び生年月日または住所が記載され、か

つ、写真が表示されたもので市長が適当と認めるもの。 

【公的機関が発行した顔写真付き本人確認書類を所持していない場合】 

①国民健康保険、健康保険、船員保険又は後期高齢者

医療の資格確認証 

⑨児童扶養手当証書 

②介護保険の被保険者証 ⑩特別児童扶養手当受給証明書 

③健康保険日雇特例被保険者手帳 ⑪出生届済証明の記載がある母子健康手帳 

④国家公務員共済組合又は地方公務員共済組合の資

格確認証 

⑫写真付きでない精神障害者保健福祉手帳 

⑤私立学校教職員共済制度の資格確認証 ⑬官公署が発行した書類であって、氏名及び生年月日

又は住所が記載されたもので市長が適当と認める

もの 

⑥年金手帳・基礎年金番号通知書 ⑭法人(国及び地方公共団体の機関を除く。)が発行し

た顔写真付きの身分証明書 

⑦国民年金、厚生年金保険又は船員保険に係る年金証

書 

⑮学校教育法に規定する学校、専修学校又は各種学校

が発行した顔写真付きの学生証 

⑧共済年金又は恩給の証書 ⑯前各号に掲げる書類に類するものであって、市長が

適当と認めるもの 

 

(２)施工後のカラー写真 

○ピントを合わせて撮影してください（特に銘板等の文字が読み取れないことがないように）。 

○撮影するときは、工事用黒板を入れて撮影してください(電子黒板も可)。 

○必要に応じて台紙のページ数を増やしてください。 

○写真の縦・横比率は変えないでください。 

○カラー写真を撮影し、指定様式に写真を貼付してください

(撮影箇所等の情報を補記していただく必要があるため、写

真のみの提出は不可とします)。 

 

申請者名 糸島 太郎 

撮 影 日 令和 X年 Y月 ZZ日 
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○必要な撮影箇所は以下のとおりです。 

◆補助対象設備・機器の設置箇所 

※設置箇所の周囲の状況も分かるように撮影すること(設置予定箇所だけのアップは不可)。 

  ◆補助対象設備・機器の銘板写真 

※型番、製造番号、蓄電容量等が記載されている銘板を撮影すること。 

※文字を読み取れるように撮影すること。 

 

【例：補助対象設備(機器)の設置箇所の写真】 

 

○蓄電池の場合、システムの構成

機器(蓄電ユニット、パワーコン

ディショナー、リモコン)の写真

を全て撮影してください。 

○設置箇所の周囲の状況が分かる

ように撮影してください。 

※設置箇所だけのアップは不可。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○型番、製造番号、蓄電容量、パ

ワコン定格出力等が掲載されて

いる箇所を撮影してください

(文字を読み取れるように）。 

○蓄電ユニットを例示しています

が、給湯機の場合も同様に撮影

してください(貯湯、ヒートポン

プ) 

 

 

 

※車両の写真は不要です。 

 

 

 

 

撮影日 Ｒ８年１２月１日 

☐工事前  工事後 

☐建物全景 設備 

☐銘板 

設備名 

（ 蓄電ユニット    ） 

<メモ> 

 

 

 

撮影日 Ｒ８年１２月１日 

☐工事前  工事後 

☐建物全景 設備 

☐銘板 

設備名 

（ リモコン      ） 

<メモ> 

 

 

 

撮影日 Ｒ８年１２月１日 

☐工事前  工事後 

☐建物全景 ☐設備 

銘板 

設備名 

（ 蓄電ユニット    ） 

<メモ> 
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◎ＦＡＱ～よくある質問 

Ｑ１．設備設置業者や車両販売店が代理申請を行うことはできますか。 

Ａ１．できません。 

Ｑ２．受付は先着順とのことですが、申請書類に不備があった場合、どうなりますか。 

Ａ２．申請書類が全て揃っている状態で「受付」とします。不備があった場合、解消されるまで受け付け

られません。その間に他の方の申請により予算額に達した場合、補助は受けられません。 

Ｑ３．申請書類の提出方法を教えてください。 

Ａ３．個人の場合は、①～③のいずれか、法人の場合は②か③のいずれかで提出できます。 

①ふくおか電子申請サービスによる提出（市公式WEBサイトからアクセス可） 

②環境政策課窓口への提出（令和８年６月１日から窓口時間が9:00～16:45に短縮） 

③郵送による提出（申請期限の令和９年３月１２日必着）  ※インターネットメールは不可。 

Ｑ４．予算額に達した場合、補助金を受けることはできませんか。 

Ａ４．予算額に達した時点で募集を終了します。ただし、先に提出された申請が補助金の要件を満たさず

に交付不可となった場合等に備え、先着順に最大２件分の仮受付を行います(交付決定を受けられない

案件がなければ、補助できません)。 

Ｑ５．国や市が実施している他の補助事業との併用はできますか。 

Ａ５．国・県の補助金との併用について、本市は制限していませんが、国・県の補助金については実施機

関に事前に確認してください。なお、蓄電池については糸島市脱炭素推進重点対策加速化事業との併用

はできません。 

Ｑ６．蓄電池やエコキュートを設置した住宅が、亡くなった親の名義です。補助対象となりますか。 

Ａ６．申請者の２親等内の親族が所有する住宅の場合は対象となりますが、亡くなった所有者の法定相続

人全員の承諾が必要です。申請者自身の責任で法定相続人全員から了承を得てください。 

Ｑ７．蓄電池やエコキュートを設置した住宅に申請者が住んでいない場合でも補助対象となりますか。 

Ａ７．申請者が設備を設置する住宅に住んでいない場合でも、申請者が設置費を負担して設備の所有者に

なり、かつ、２親等内の親族が住宅に居住して設備を使用する場合は対象となります。 

Ｑ８．申請者や工事の発注者、代金の支払者等の名義は別々でもよいですか。 

Ａ８．申請者、工事発注者、代金支払者、設備所有者、住宅所有者、住宅居住者、系統連系・電力受給契

約者は原則として同一である必要があります。 

※Ｑ６・７の場合や、系統連系・電力受給契約者が設置場所で同居している場合は可とします。 

Ｑ９．蓄電池の補助金額の計算方法を教えてください。 

Ａ９．蓄電池の補助金額は、1kWh当たり15,000円、住宅用は10万円、事業所用は100万円を上限とします。 

   蓄電容量に上記の額を乗じて得た額に1,000円未満の端数を生じるときは、これを切り捨てます。 

(例) 住宅用:蓄電容量(※) 6.5kWh×15,000円 = 97,500円 ➤ 補助金額97,000円 

住宅用:蓄電容量(※) 10kWh×15,000円 = 150,000円 ➤ 補助金額100,000円 

事業所用:蓄電容量 65kWh×15,000円 = 975,000円 ➤ 補助金額975,000円 

事業所用:蓄電容量 100kWh×15,000円 = 1,500,000円 ➤ 補助金額1,000,000円 

※蓄電容量は、Sii・一般社団法人環境共創イニシアチブに登録された蓄電容量とします。 
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Ｑ10．住宅(または事業所)に太陽光発電を設置していませんが、補助対象となりますか。 

Ａ10．補助対象外です。本制度では、住宅や事業所に設置された太陽光発電の自家消費を促進する目的で

蓄電池やエコキュート、ＥＶの設置・導入を補助しています。 

蓄電池等を設置した住宅・事業所や、自動車検査証記録事項における使用の本拠の位置に記載された

住宅・事業所において、交付申請時点で太陽光発電が設置されていることが条件となります。 

Ｑ11．なぜ自宅(または自社)に太陽光発電が設置されていない場合、補助対象外となるのですか。 

Ａ11．本補助金は、再生可能エネルギーの利用と自家消費・地産地消の向上によって電力由来の二酸化炭

素排出量を減らす目的で実施していることから、電力会社から供給される電気だけで蓄電、湯沸、充電

を行う設備・機器等の導入は補助対象外としています。 

また、本補助金は、市が実施している小水力発電の売電収入を「糸島市再生可能エネルギー推進基金」

として基金化したものを財源として活用しています。基金条例の目的である「再生可能エネルギー設備

の普及等」に沿った活用に限られるため、太陽光発電設置を要件としています。 

Ｑ12．蓄電池やエコキュートを設置する予定ですが、先に補助金の交付申請を行い、交付決定を受けた後

に設置することはできますか。 

Ａ12．できません。本補助金は、一人でも多くの市民の方にご利用いただけるよう、申請受付を長くする

ため、申請期限を年度末に設定しています(予算額に到達した場合には募集を終了します)。そのため、

交付申請・交付決定後の設置ではなく、補助対象物件の設置・導入後に交付申請を行っていただく制度

としていますので、事前申請はお受けできません。 

国の交付金を財源とする「糸島市脱炭素推進重点対策加速化事業」とはルールが異なりますのでご注

意ください。 

Ｑ13．自動車検査証記録事項と車検証(自動車検査証)の違いは何ですか。 

Ａ13．2023年１月以降、車検証が電子車検証に変更されていますが、従来の車検証に記載されている項目

の中に電子車検証に記載されない項目があるため、申請の際には自動車検査証記録事項の写しを提出し

ていただくことにしています。自動車検査証記録事項は、電子車検証と同時に発行されているものです。

万が一紛失された場合は、ご自身で車検証閲覧アプリを使って出力してください(詳しくは国土交通省

のホームページを参照してください)。 

Ｑ14．法定耐用年数を経過していませんが、自動車の買替で下取りに出します。補助金はどうなりますか。 

Ａ14．電気自動車の法定耐用年数は４年です。下取りは補助を受けた取得財産の財産処分に該当しますの

で、事前に市長の承認を得なければなりません。必ず市にご相談ください。なお、法定耐用年数の残余

期間に応じた返還金の納付を求めることがありますので、ご了承ください。 

 

 

 

 

 

 

 

●申請書類等提出・問い合わせ 

糸島市 生活環境部 環境政策課 環境・エネルギー係(市役所 3階 5番窓口) 

電話番号：０９２(３３２)２０６８ 

所 在 地：〒819-1192 福岡県糸島市前原西一丁目１番１号 

受付時間：市役所開庁日の 9:00～16:45                 問合せフォーム 

※土・日曜日、祝日、12月 29日～1月 3日は閉庁日。 
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ＥＣОチャレンジでポイントをもらおう ～電気使用量削減、エコキュート導入も付与対象～ 

 

      詳しい内容は市公式ＨＰをチェック ➤ 


